
 

 

 

 

 

社会生活でもビジネスでも法情報は重要です。そこで探し方の一助として主な資料に簡単な解説のコメントをつけてご紹介いたしま

す。今回ご紹介した資料は、主に本館1F法律情報コーナーにございます。なお、特に表記のない資料については館内閲覧のみとな

っております。資料が見つからない場合は、司書にお気軽にご相談ください。 

■法規類■ 

『現行法規総覧』（加除式） 

（第一法規出版：320/G） 

衆議院法制局・参議院法制局の編集による日本の現行法令を収録した総合法規 

集。検索のための五十音索引、年別索引、旧法令改廃沿革索引がある。 

『法令全書』 

（国立印刷局：320.5/14） 

＊欠号あり 

官報に掲載された憲法改正、詔書、法律、政令、条約、内閣官房令、内閣府令、 

省令、規則、庁令、訓令、告示等を収録し、さらに省令以下を各官庁別に編集。 

毎月発行。毎年３月中旬に総目録を発行。復刻版の『明治年間法令全書』『大正年 

間法令全書』『昭和年間法令全書』もある。慶応３年～明治 45年については、国 

立国会図書館デジタルコレクション（http://dl.ndl.go.jp/）で閲覧できる。 

『六法全書』 

（有斐閣：320.9/2） 

毎年３月に、その年の１月１日を内容現在として発行される。1,000件弱の主な現

行法令を所収。 

【分野別の六法】『金融六法』（338.32/20）、『財政会計六法』（343.2/102）、『医療六法』（498.12/160）、 

『環境六法』（519.5/298）、『農林水産六法』（611.12/3）等。 

【判例付き六法】『有斐閣判例六法』（320.91/3）、『模範六法』（320.91/10）等。 

Ｗｅｂサイト・データベース［館内インターネット端末から利用可］ 

「法令データ提供システム」 

（総務省行政管理局） 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi 

法令（憲法、法律、政令、勅令、府令・省令、規則）の内容を検索し、閲覧で

きるウェブサイト。法令用語検索、法令索引検索（法令名の用語索引、五十音

索引、事項別分類索引、法令番号索引）がある。 

「日本法令索引」 

（国立国会図書館） 

http://hourei.ndl.go.jp/SearchSys/ 

原則として、明治 19年２月公文式施行以降の省令以上の法令について、制定・

改廃経過等の情報を検索できる。帝国議会及び国会に提出された法律案や国会

に提出された条約承認案件等の審議経過等も検索できる。 

「最近の法律・条約（件名）」 

（内閣法制局） 

http://www.clb.go.jp/contents/index.html 

最近の国会ごとの「内閣提出法律案一覧」、「提出条約一覧」、年度別の「公布

法律一覧」、「公布条約一覧」などがある。 

「日本法令外国語訳データベ

ースシステム」 

（法務省） 

http://www.japaneselawtranslation.go.jp/ 

法務省が運営する日本法令の翻訳を提供するウェブサイト。法令（日本語・英

訳）を検索できる「法令検索」のほか、「辞書検索」などがある。 

 

■官報■ 

『官報』 

（国立印刷局：310.9/1）  

＊欠号あり 

官報は、法律、政令、条約等の公布等、国の機関としての諸報告や資料を公表

する「国の広報紙」としての役割を担っている。行政機関の休日を除いて毎日

発行される。インターネットから検索できるサイトもある。 
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『官報総索引』 

（文化図書：310.9/101） 

官報に掲載された内容（法令等）の事項索引。 

年１回刊行。官庁別と五十音順の索引がある。 

Ｗｅｂサイト・データベース［館内インターネット端末から利用可 ※「官報情報検索サービス」を除く］ 

「官報情報検索サービス」 

（国立印刷局） 

【会員制データベース】➡調査相談カウンター職員までお尋ねください。 

1947年５月３日から当日分までの官報を日付や記事で検索できる。 

「インターネット版「官報」」

（国立印刷局） 

http://kanpou.npb.go.jp  

直近 30日間分の官報情報（本紙、号外、政府調達等）を公開｡また、平成 15年

７月 15日以降の法律、政令等の官報情報を見ることができる。検索機能はなし。 

「国立国会図書館デジタル 

コレクション「官報」」 

（国立国会図書館） 

http://dl.ndl.go.jp/#kanpo 

『官報』：明治 16（1883）年７月２日（官報創刊日）～昭和 27（1952）年４月

30日まで。法令名などから検索可能。 

『OFFICIAL GAZETTE; ENGLISH EDITION（英文官報）』：昭和 21（1946）年４月４ 

日～昭和 27（1952）年４月 28日を公開。 

「官報目次検索」 

（全国官報販売協同組合） 

http://www.gov-book.or.jp/asp/Kanpo/KanpoList/?op=1 

1996年６月３日以降の目次が検索できる。 

「官報」 

（首相官邸） 

http://www.kantei.go.jp/jp/kanpo/index.html 

過去５年分の目次情報を公開｡条約、法律、政令は官報本文の画像リンクがある。 

検索機能はなし。 

 

■行政通知・通達■ 

『基本行政通知・処理基準』 

（加除式） 

（ぎょうせい：320/527） 

助言や勧告等の関与としてなされる「通知」や、法定受託事務の処理の基準を

定めた「処理基準」等を中心に収録。すべての通達等が網羅されているわけで

はない。五十音索引と年月日索引がある。 

「所管の法令・告示・通達等」 

（電子政府） 

http://www.e-gov.go.jp/link/ordinance.html 

各府省所管の法令・告示・通達などを案内しているウェブサイト。 

 

■事典・用語集■ 

『現代法律百科大辞典』 

（ぎょうせい：320.33/16） 

法律の専門用語から法の周辺をめぐる用語まで、4,500項目を五十音順に収録し

た辞典。2000年刊。（全８巻｡） 

第８巻に索引編(「総索引」「判例索引」「問答索引」)・資料編がある。 

 

■その他参考になるもの■ 
「国立国会図書館リサーチ・ナビ

官報・法令・判例検索(日本)」

（国立国会図書館） 

http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/link-gazette-j.php 

国立国会図書館が作成した官報・法令・判例検索関連のリンク集。 

『リーガル・リサーチ第４版』 

（日本評論社：320.7/122C） 

※本館 1F閲覧室 貸出可 

「第Ⅰ部 リサーチの方法」、「第Ⅱ部 法令を調べる」、「第Ⅲ部 判例を調べる」、「第

Ⅳ部 文献を調べる」の４部構成。巻末に「法律文献等の出典の表示方法［2005 年

版］」、「文献略語表」と「索引」がある。 
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